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株 主 の 皆 様 へ

株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第51期（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）の

営業の状況をとりまとめましたので、ここに第51期事業報告書としてお

届け申し上げます。

当期の業績につきましては、営業の概況にご報告のとおりでござい

ますが、当社は激変する経営環境の中で求められる役割・機能を的確

に捉え、技術商社として要素技術の充実を図ると共に、ソリューショ

ン提案事業の拡大ならびに新たなビジネスモデルに対応できる体制の

構築を図り、独自性の高い商社を目指してまいります。

また、創立50周年を迎え、今年度を第二の創業期へのスタートの年

と位置付け、「収益力」「海外事業」「販売技術力」の強化という課題に

取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

平成16年６月

代表取締役社長 北　井　暁　夫
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営業の概況

当期におけるわが国経済は、前半はイラク情勢の悪化やSARSの影響により

先行きに不安もありましたが、後半より企業の輸出および設備投資に回復の兆

しが見え、株価も急回復し、景気の拡大基調が鮮明になってまいりました。

エレクトロニクス業界におきましても、デジタルテレビやDVD機器、デジ

タルカメラなどのデジタル家電分野が市場を牽引し高成長となりましたが、急

激な為替変動等今後の景気の維持・拡大に不安も残されております。

当社を取り巻く環境は、PC周辺機器・自動車電装・産業機器関連は好調に

推移いたしましたが、前半の通信機器関連市場の低迷、娯楽機器の新機種立上

げの遅れによる影響を受けた結果となり、売上高は941億56百万円（前年同期

比8.3％減）となりました。

利益面につきましては、粗利益の確保や経費削減等の成果はあったものの、

急激な為替変動の影響もあり、経常利益は16億62百万円（前年同期比9.4％減)

となりました。また、適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行費用76

百万円を特別損失に計上したものの、当期純利益は８億63百万円（前年同期比

463.6％増）となりました。

当期の品目別の概況は次のとおりであります。

〈集積回路〉

自動車電装用マイコンは堅調に推移し、PC周辺機器向けカスタムLSIは新規

採用による寄与もあり、大きな伸長をみせ売上高は402億８百万円（前年同期比

34.7％増）となりました。

〈半導体素子〉

自動車電装向け及び産業機器向け半導体は堅調に推移したものの、携帯電話

機向け表示ドライバの需要が大きく減少し、売上高は109億38百万円（前年同

期比39.8％減）となりました。

〈回路部品〉

携帯電話機関連向けのタンタルコンデンサのセラミック化の影響、DSC向け

２次電池の生産調整により、売上高は減少し79億91百万円（前年同期比15.3％

減）となりました。



〈電子管〉

携帯電話機向け小型カラー液晶パネルのメーカ撤退により売上高は大幅に減

少し、44億80百万円（前年同期比56.4％減）となりました。

〈電子機器〉

韓国半導体業界向けレーザ装置等の旺盛な需要に支えられ、売上高は堅調に

推移し、56億48百万円（前年同期比18.6％増）となりました。

〈その他電子部品〉

娯楽機器向けアセンブリ製品の立上げが遅れた影響を受け、売上高は248億

87百万円（前年同期比17.5％減）となりました。

資金調達の状況および設備投資の状況について

特に記載すべき事項はありません。

会社が対処すべき課題

エレクトロニクス業界は、足下ではデジタル家電の好調に加え、パソコンの

更新需要も本格化し、また、中長期的にも自動車電装・次世代通信システム等

今後大きな成長が期待されており、当社も新たなサプライヤソースによりこれ

らのビジネスの拡大に全力で取り組んでおります。

このような環境のもと、創立50周年を迎えた当社は、今期を第二の創業期へ

のスタートの年と位置付け、粗利益額の拡大を第一に考え、顧客層別に真の顧

客ニーズを捉え、営業戦略を再構築し、収益の向上と販売技術力の強化に取り

組んでまいります。

また、地球環境問題を経営課題として捉え、環境マネジメントの国際規格で

あるISO14001を全事業所で取得し、お客様から要求されるグリーン調達に対

応できる体制を構築してまいりました｡

今後は品質管理を重要課題として品質マネジメントの国際規格である

ISO9001の取得に向け取り組んでまいります｡

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。
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業績の推移
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貸借対照表（平成16年３月31日現在）

（単位：百万円）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 及 び 資 本 の 部

科　　　　 目 金　　　額 科　　　　 目 金　　　額

流　動　資　産 48,547

現 金 及 び 預 金 4,084

受 　 取　手　形 5,687

売 　 　掛　　金 26,737

商 　 　　　　品 7,026

未 　 収　入　金 4,823

繰 延 税 金 資 産 209

そ 　　の　　他 125

貸 倒 引 当 金 △ 146

固　定　資　産 7,667

有形固定資産 3,110

建　　　　　　物 849

土　　　　　　地 2,080

そ 　　の　　他 181

無形固定資産 507

投資その他の資産 4,049

投 資 有 価 証 券 2,150

関 係 会 社 株 式 634

敷　　　　　　金 448

更 生 等 債 権 64

繰 延 税 金 資 産 381

そ 　　の　　他 455

貸 倒 引 当 金 △ 85

資　産　合　計 56,215 負債及び資本合計 56,215

負　　　債　　　の　　　部

流　動　負　債 23,587
支　払　手　形 353
買 　 　掛　　金 18,110
短 期 借 入 金 3,500
一年内返済予定の長期借入金 200
未 　 　払　　金 530
未 払 法 人 税 等 435
未 　 払　費　用 425
そ 　　の　　他 31

固　定　負　債 1,328
長 期 借 入 金 100
再評価に係る繰延税金負債 208
退 職 給付引当金 670
役員退職慰労引当金 151
そ 　　の　　他 197

負　債　合　計 24,915

資　　　本　　　の　　　部

資　　本　　金 7,336
資 本 剰 余 金 7,434
資 本 準 備 金 7,434
その他資本剰余金 0
自己株式処分差益 0

利 益 剰 余 金 15,691
利 益 準 備 金 890
任 意 積 立 金 13,800
別 途 積 立 金 13,800

当 期 未処分利益 1,001
土地再評価差額金 303
株式等評価差額金 561
自　己　株　式 △ 27

資　本　合　計 31,300



損益計算書（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）
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科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

営　　業　　収　　益 94,156

売　　　　　上　　　　　高 94,156

営　　業　　費　　用 92,718

売　　　上　　　原　　　価 85,949

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,768

営　　業　　利　　益 1,438

営 　 業 　 外 　 収 　 益 329

受 取 利 息 及 び 配 当 金 279

雑　　　　　収　　　　　入 49

営 　 業 　 外 　 費 　 用 105

支 　 払 　 利 　 息 31

雑　　　　　支　　　　　出 73

経　　常　　利　　益 1,662

特　　別　　利　　益 20

投 資 有 価 証 券 売 却 益 20

そ　　　　　の　　　　　他 0

特　　別　　損　　失 108

固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 10

特 　 別 　 退 　 職 　 金 10

退 職 給 付 制 度 改 定 損 失 76

そ　　　　　の　　　　　他 11

税　引　前　当　期　純　利　益 1,574

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 647

法 　人　税　等　調　整　額 62 710

当　　　期　　　純　　　利　　　益 863

前　　期　　繰　　越　　利　　益 275

中 　　間　　配　　当　　額 138

当　期　未　処　分　利　益 1,001

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

特
別
損
益
の
部

（単位：百万円）
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注記事項
1. 重要な会計方針
� 有価証券の評価基準及び評価方法
� 子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法
� その他有価証券
時価のあるもの：決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております｡）
時価のないもの：移動平均法による原価法

� たな卸資産の評価基準及び評価方法　商品：移動平均法による低価法
� 固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産：定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　３～50年

� 無形固定資産：定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
営業権　３年
自社利用のソフトウェア　社内における利用可能期間（５年）

� 引当金の計上基準
� 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

� 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌期から費用処理しております。
（追加情報）
当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年４月１日より適格退職年金制度から確定拠出
年金制度へ移行するにあたり、当期において ｢退職給付制度間の移行等に関する会計処理」
（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。本移行に伴い、特別損失に「退職給付
制度改定損失」として76百万円を計上しております。
なお、退職一時金制度については従来どおりとなっております。

� 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金支給に備え、内規に基づく期末要支給額を計上しており、商法施行規則第43
条に規定する引当金であります。

� リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

� ヘッジ会計の方法
� ヘッジ会計の方法

振当処理の要件を満たしている為替予約取引については振当処理を行っております。
� ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　　　　　　ヘッジ対象
為替予約　　　　　 外貨建売掛金及び外貨建買掛金
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� ヘッジ方針
外貨建取引のうち、当社に為替変動リスクが帰属する場合は、そのリスクヘッジのため、実需
原則に基づき成約時に為替予約取引を行うものとしております。

� ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の
累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計の両者を比較して評価しております。

� 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

� その他
当期から改正後の商法施行規則（最終改正 平成16年３月30日法務省令第23号）によって計算書
類等を作成しております。

2. 貸借対照表注記
� 関係会社に対する短期金銭債権 1,396百万円
関係会社に対する短期金銭債務 141百万円

� 有形固定資産の減価償却累計額 1,830百万円
� 貸借対照表に計上した固定資産のほか、物流機器システムの一部、電子計算機及び営業用車輌につ
いて、リース契約により使用しております。

� 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づいて事業用土地の再評価を
行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、残額を
「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております｡
再評価の方法
｢土地再評価に関する法律施行令｣（平成10年３月31日公布改令第119号）第２条第４号に定める
評価額に合理的に調整を加えて算出する方法。
再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額 △149百万円

� 保証債務 186百万円
� 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は561百万円であります。
3. 損益計算書注記
関係会社との取引高
� 売上高 5,672百万円
� 仕入高 1,042百万円
� 営業取引以外の取引高 258百万円
� １株当たり当期純利益 36円90銭
※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 863百万円
普通株式に帰属しない金額 15百万円
（うち利益処分による取締役賞与金） （15百万円）
普通株式に係る当期純利益 848百万円
普通株式の期中平均株式数 23百万株
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利 益 処 分

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　 額

当 　 期 　 未 　 処 　 分 　 利 　 益 1,001,465,975

これを次のとおり処分いたします。

株　　主　　配　　当　　金 183,964,512
１株につき８円00銭

内　　　　　　　　　　　　　訳
普通配当　　　　　　６円00銭
創立50周年記念配当　２円00銭

取 　 締 　 役 　 賞 　 与 　 金 15,000,000

任　　意　　積　　立　　金

別　　途　　積　　立　　金 200,000,000

次　　期　　繰　　越　　利　　益 602,501,463

（単位：円）

役　　　員（平成16年３月31日現在）

（注） 平成15年12月10日に138,012,092円（１株につき６円00銭）の中間配当を実施いたしまし
た。

取締役社長 北　井　暁　夫

専務取締役 桐　山　征　男

常務取締役 森　　　　　毅

取　締　役 谷　本　憲　一

取　締　役 田　守　良　行

取　締　役 鈴　木　重　方

取　締　役 有　山　高　臣

取　締　役 蜂　谷　訓　平

取　締　役 佐　藤　俊　彦

取　締　役 佐々木　孝　道

常勤監査役 川　辺　欣　也

常勤監査役 長　田　孔　允

監　査　役 山　口　宗　英

（ ）



株式の状況（平成16年３月31日現在）

外国法人等�
4.6％�

証券会社1.2％�

金 融�
機 関�
23.3％�

一般株主�
53.3％ 

  その他�
 の法人�
17.6％�

５千株�
未　満�
22.0％�

５千株以上�
５万株未満�

17.1％�

  50万株�
 以　上�
37.2％�

5万株�
以　上�
50万株�
未　満�
23.7％�

中　部  7.2％�
近　畿  9.8％�

北海道  0.4％�

外　国  4.4％�
東　北  0.6％�
四　国  0.9％�
九　州  1.1％�
中　国  1.3％�

関　東�
74.3%

■ 地域別株式分布
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� 会社が発行する株式の総数 39,700,000株

� 発行済株式の総数 23,055,283株

� 株　主　数 4,232名

■ 所有者別株式分布 ■ 所有株数別株式分布
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事　業　所（平成16年３月31日現在）

本　　　　　　社 〒153－8650 東京都目黒区目黒１－１－５
�03（5721）2111（代表）

日　野　支　店 〒191－0062 東京都日野市多摩平３－31
�042（582）0761（代表）

埼　玉　支　店 〒360－0037 埼玉県熊谷市筑波２－15 三井生命熊谷ビル
�048（529）2211（代表）

松　本　支　店 〒390－0814 長野県松本市本庄１－３－10 大同生命松本ビル
�0263（34）0221（代表）

名 古 屋 支 店 〒451－0064 愛知県名古屋市西区名西２－37－26
�052（521）8521（代表）

大　阪　支　店 〒532－0012 大阪府大阪市淀川区木川東３－４－９　ミツフ第２ビル
�06（6303）3826（代表）

宇 都 宮 支 店 〒321－0962 栃木県宇都宮市今泉町2159－３
�028（661）6435（代表）

甲　府　支　店 〒400－0031 山梨県甲府市丸の内２－20－7 太平甲府ビル
�055（222）1924（代表）

千　葉　支　店 〒272－0021 千葉県市川市八幡２－16－15 本八幡駅西口ビル
�047（335）4811（代表）

広　島　支　店 〒732－0052 広島県広島市東区光町２－６－34 広弘ビル
�082（261）0151（代表）

神 奈 川 支 店 〒242－0021 神奈川県大和市中央４－１－２　近藤ビル
�0462（62）2653（代表）

浜　松　支　店 〒435－0045 静岡県浜松市細島町13－９
�053（464）5131（代表）

仙　台　支　店 〒980－0013 宮城県仙台市青葉区花京院１－１－20 花京院スクエア
�022（712）3581（代表）

明 石 支 店 〒673－0892 兵庫県明石市本町２－２－24 明石東京海上ビル
�078（913）9818（代表）

福 岡 支 店 〒821－0013 福岡県福岡市博多区博多駅東１－２－６　第五博多偕成ビル
�092（482）5355（代表）

北 陸 支 店 〒920－0031 石川県金沢市広岡２－13－23 ＡＧＳビル
�076（222）0507（代表）

ソ ウ ル 支 店 ソウル特別市江南区三成洞152－62 明堂ビル
�82－2（569）5571（代表）



決　　　算　　　期 毎年３月31日

定 時 株 主 総 会 ６月下旬

株　主　確　定　日
利　益　配　当　金 ３月31日

中　間　配　当　金 ９月30日

名 義 書 換 代 理 人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵 便 物 送 付 先） 〒183－8701 東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電 話 照 会 先）（住所変更等用紙のご請求）�0120－175－417
（その他のご照会） �0120－176－417

（インターネットホームページURL） http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/index.html

同 　 取 　 次 　 所 住友信託銀行株式会社本店ならびに全国各支店

公　告　の　方　法 日本経済新聞に掲載する。ただし、商法特例法第16条第

３項に定める貸借対照表および損益計算書に係る情報は

「http://www.shinko-sj.co.jp/bs-pl.html」において提供する。

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　市場第一部

株主メモ




